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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 港湾管理費

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 865 2,280 1,297 1,297 432

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 865 2,280 1,297 1,297 432

事業
概要

境港管理組合が行なう港湾整備事業や利用促進事業等、また地域発展事
業を図るため国等への要望活動を行なう。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

重要港湾境港の施設整備事業、港湾の利用促進について長期的な展望
に立ち港湾計画の実行、拡充を図るため、国等への要望活動を行なう。

その他

現状と
背景

国内外の物流の増加や重要港湾の機能を向上させるため、国への要望活
動などを行ない、山陰、中海圏域の港湾施設としての重要な役割を果た
す。
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 境港港湾整備事業地元負担金

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 6,440 7,908 6,634 ▲ 6,634 0 ▲ 6,440

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 5,700 5,900 ▲ 5,900 ▲ 5,700

その他 0

一般財源 740 7,908 734 ▲ 734 0 ▲ 740

事業
概要

国直轄事業以外の整備事業のうち港湾事業と海岸事業に大別して港湾施
設等の整備のため市の負担金等により事業を行なう。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

境港の鳥取県に属する施設の整備、維持補修などに要する経費である。
境港の開発発展、利用促進及び管理運営の一元化が図られ鳥取県と島根
県による一部事務組合の組織である。この境港管理組合の施設の整備経
費を負担区分に応じて本市が負担する。

その他

①港湾事業：事業費×0.25 / 10によ
り算出
②海岸事業：事業費×0.16 / 10によ
り算出現状と

背景

新産業都市建設促進制度の廃止に伴う激変緩和措置が終了し、港湾事業
の実施に当たっては、設定率の負担区分に応じて負担経費が算定される。
管理組合が行なう事業量が増大すれば市の負担金が増加することが考え
られる。
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会計 一　般　会　計 所管課 通商観光課

款 土　木　費
事業名 さかいポートサウナ運営事業

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 25,116 27,289 27,289 27,289 2,173

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 14,810 14,296 14,296 14,296 ▲ 514

一般財源 10,306 12,993 12,993 12,993 2,687

事業
概要

「さかいポートサウナ」の管理及び運営
今年度
見直し
事 項

事業
目的

福利厚生施設（浴場・サウナ）を管理運営を行い、市民及び船員の保養、
健康の増進を図る。

その他

現状と
背景

本市の基幹産業・水産業を支える船員の福利厚生施設として平成9年度に
開館。現在、利用者は年間3万人前後で推移している。平成18年度からは
女性客等への入浴料優待や薬湯の実施、また観光施設や各種イベント等
との連携を行い、利用者の拡大を図っている。
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 日本港湾協会会費

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 50 50 50 50 0

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 50 50 50 50 0

事業
概要

港湾事業の促進及び港湾事業に係る国の予算増額確保をするため全国
組織である日本港湾協会に加入する。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

港湾の施設、管理に関して調査研究を行い、港湾振興及び利用促進を図
る。国会への建議、請願を行い、施設整備を図り貿易の強化に寄与するこ
とを目的とする。

その他
定額の経費負担。
昭和13年開始

現状と
背景

協会が掲げる「人」、「モノ」などの交易・輸送の国際的な競争力を高めるた
め、港湾拠点の活発化を図り、施設整備に取り組む必要がある。また、最近
の情報を取り組む協会の強力なネットワーク力を活用する。（市長：協会理
事）
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 港湾都市協議会分担金

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 13 15 15 15 2

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 13 15 15 15 2

事業
概要

重要な社会資本である港湾、海岸保全施設等の整備・促進を行なう協議会
に加入し、港湾等の研究対策を図る。

今年度
見直し
事 項

事業
目的

港湾管理機構及び港湾経営の調査研究、港湾都市所在地の共通課題の
解決策を追求する。また、現出した問題への対応を図る。

その他

人口割、均等割及び譲与税割により
算出。
昭和33年開始

現状と
背景

対外貿易や国内輸送の役割並びに物流拠点の活発化を図るため、国の事
業として取り組む必要がある。（24年7月現在146都市加入）
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 鳥取県港湾・漁港協会会費

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 161 230 202 202 41

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 161 230 202 202 41

事業
概要

港湾事業を促進するため国県事業費の予算額確保をするため鳥取県港
湾・漁港協会に加入し、地方の港湾整備を図る。地域の活性化、発展に寄
与する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

会員相互の連絡調整、港湾並びに漁港漁場に関する普及啓発を図り、地
域の活性化等に寄与することを目的とする。

その他

定額による負担額及び前年度事業
費に一定比率を乗じて得た金額との
合算額。　　　　　　　　　　　　　　昭和
41年開始現状と

背景

重要港湾と全国的に主要な漁港として立地するために県内外にその役割
を果たし、また国へ整備事業等を働きかけていく役割を負う。
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 みなとオアシスSea級グルメ全国大会参加費助成金

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 800 0 400 400 400

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 800 0 400 400 400

事業
概要

全国大会に参加する地元団体に対して、経費の一部を助成する。
今年度
見直し
事 項

事業
目的

国土交通省中国地方整備局が主催する「みなとオアシスSea級グルメ全国
大会」に参加する地元団体の活動を支援することを目的に、参加経費の一
部を助成する。境港のグルメと食材を全国へアピールすることを目的とす
る。

その他

現状と
背景

境港市では、この活動をさらに発展させ、国土交通省が認定する「みなとオ
アシス」を海岸通り周辺に形成し、新たな賑わいを創出するための取り組み
をスタートしている。
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会計 一　般　会　計 所管課 管　理　課

款 土　木　費
事業名 ウォーターフロント開発協会会費

項 港　湾　費

目 港湾管理費 補助単独の別 単独

市長査定・最終調整 予算計上 増減

① 当初要求　② 追加要求等 ③ ④(増減額) ⑤(増減額) ⑥=③+④+⑤

前年度 要求段階 財政課長内示 総務部長

⑥－①

事業費 0 50 50 50 50

財
源
内
訳

国 0

県 0

市債 0

その他 0

一般財源 0 50 50 50 50

事業
概要

豊かなウォーターフロントづくりや魅力ある港づくりのため、ウォーターフロン
ト開発に関する最新情報や相互の意見交換・情報交換の機会を得るため
ウォーターフロント開発協会に加入する。 今年度

見直し
事 項

事業
目的

境港の魅力ある港湾整備のため。

その他 特別会員（自治体）団体50,000円

現状と
背景

日本海拠点港に選定され、物流・人流が増加している中でウォーターフロン
トの整備が求められている。


